
自動車メーカー等による自主監査
（指定３品目）

２００７年７月１３日

社団法人 日本自動車工業会

資料 ６



法２６条（自動車製造業者等
のフロン類の破壊義務等）

法２８条 （再資源化の認定） 法３１条 （解体自動車の全部再資源
化の実施の委託に係る認定）

フ ロ ン

エアバッグ

Ａ Ｓ Ｒ

〔引取り・処理業務〕

① 監査対象施設等

・指定引取場所

・二次運搬

・再資源化施設

② 監査実施者

・自動車再資源化協力
機構

③ 監査項目の例

・ｴｱﾊﾞｯｸﾞ引取・再資源
化の実施状況

① 監査対象施設・事業者

・引取･再資源化施設（含ﾘｻｲｸﾙ施設）

・減容・固化施設

② 監査実施者

・ＡＳＲ引取･再資源化２チーム（ＡＲＴ・ＴＨ）
③ 監査項目の例

・ASR引取、再資源化の実施状況

① 監査対象施設・事業者

・指定引取場所、二次運搬、

破壊施設

②監査実施者

・自動車再資源化機構

③ 監査項目の例

・ﾌﾛﾝ類引取・破壊の実施

状況

① 監査対象施設・事業者

・全部再資源化施設（銅部品抜取り）

・全部利用施設（電炉等）

② 監査実施者

・ＡＳＲ引取･再資源化２チーム（ＡＲＴ・ＴＨ）

③ 監査項目の例

・全部再資源化の実施状況

○自動車メーカー等は、ＡＳＲ・エアバッグ・フロンの回収･リサイクル業務について、各々、ＡＲＴ・ＴＨチ－ム、自動車再資源化機構を介して関
連事業者に法に基づき業務委託しているため、その委託業務について適正に実施されているかを確認すべく、自主監査を行なっている。

〔車上作動処理業務〕

① 監査対象施設等

･車上作動処理作動

処理契約業者

② 監査実施者

・同左

③ 監査項目の例

・安全作業･実績管理
の実施状況



ASR 引取・再資源化施設（28条認定施設）

1．監査実施期間

2006年4月1日～2007年3月31日
シュレッダー業者 引取・再資源化施設

3．監査内容

①作業プロセスの適正化

ＡＳＲ引取りから再資源化までの実施状況

②管理体制

生成物・残渣の管理ならびに処理状況

③認定・委託要件

認定時提出書類との一致性

④コンプライアンス

環境法令等の対応状況

ART TH
46ヶ所 61ヶ所
36ヶ所 51ヶ所

内、リサイクル施設 28ヵ所 29ヵ所
10ヵ所 10ヵ所
100% 100%監査実施率

監査対象施設数
引取・再資源化施設

減容固化施設

ＡＳＲ

メーカー領域

メーカー領域

埋立処分場

焼却施設

リサイクル施設

破砕機

固化機

減容・固化施設

4．監査結果

全対象施設において、ＡＳＲの引取・再資源化行為に係わる著し
い問題はなかったが、下記の軽微な指摘等を実施。

2．監査対象となる施設と監査実施数

2006年度の監査対象施設（右図の太枠部分）に対する監査は、
ART・THとも計画通り実施した。

①一部施設において、ＡＳＲ引取時の目視検査等、作業管理面で
不徹底があったことから、管理体制の強化を要請。

②一部施設において、28条認定内容に対する変更連絡※の未実
施を指摘、変更申請した。

※（許可証の更新、設備の軽微な変更等）



全部再資源化施設（31条認定施設）

1．監査実施期間

2006年4月1日～2007年3月31日

2．監査対象となる施設と監査実施数

2006年度の監査対象施設（右図の太枠部分）に対する監
査は、ART・THとも計画通り実施した。

3．監査内容

①作業プロセスの適正化

全部再資源化の実施状況

②管理体制

Aプレスの管理状況

③認定･委託要件

認定時提出書類との一致性

④コンプライアンス

環境法令等の対応状況

4．監査結果

全対象施設において、全部再資源化行為に係わる著しい問題は
なかったが、下記の軽微な指摘等を実施。

①一部施設において、銅含有部品の抜取り不徹底等、作業面の問
題があり、作業管理体制の強化を要請。

②一部施設において、31条認定内容に対する変更連絡※の未実施を
指摘、変更申請した。

※（許可証の更新、設備の軽微な変更等）

ART TH
監査対象施設 179ヶ所 206ヶ所

全部再資源化施設
（銅部品抜取り事業者）

160ヶ所 184ヶ所

全部利用施設（電炉等） 19ヶ所 22ヶ所

監査実施率※ 100% 100%

メーカー領域

銅含有部品

全部利用者解体

運搬

全部再資源化 プレス

※書面監査を含む
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